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注）自己評価欄は「Ａ」90％以上「Ｂ」70～89％「Ｃ」50～69％「Ｄ」49％以下で示すこと。 

事業内容 大石川第二水力発電所の基本設計 

事業主体 

（連絡先） 

佐久穂水力発電株式会社 

株式会社サレコ 電話：090-9011-7296 

エネルギー 

種別 

小水力発電 

内容区分 設計 

総事業費   14,003,000 円（うち補助金額：  7,000,000  円） 

●地域主導の小水力発電の事

業化                   

●地域と連携したエネルギー

事業の構築                      

                     

写真 

自己評価（事業実施率【A】 

自己評価（事業実施率【A】 

 

今回の基本設計業務をもとに、許可権者への本申請を行う。また施工に必要な詳細設計を進める。 
また資金調達に関しても、地元金融機関との協議を進めながら、施工や調達に関しても発注先を

決定し事業を進める。 
 

 

河川法、砂防法に関して基本設計を行い、各申請書を提

出可能な状態まで作成することができた。また、当該基

本設計をもとに、施工に向けての詳細設計を進める準備

ができた。 

事業内容 

千曲川水系大石川の水を利用した小水力発電事業の基

本設計（土木、機械、電気）を行った。業務内容として

は、測量、許認可（河川法、砂防法）資料の作成、基本

事項（土木・機械・電気設計）の決定、土木設計資料（水

理・構造・安定計算、水路構造物）の作成、機械・電気

設計資料の作成、図面作成、電気工事費の見積、事業費

の積算、施工計画の立案等。 

 

事業効果 

今後の取り組み 

目標 
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注）自己評価欄は「Ａ」90％以上「Ｂ」70～89％「Ｃ」50～69％「Ｄ」49％以下で示すこと。 

事業内容 飯田市における小水力発電の詳細設計 

事業主体 

（連絡先） 

おひさま進歩エネルギー株式会社 

（0265-56-3711） 

エネルギー 

種別 

小水力発電 

内容区分 （ 導入可能性調査・計画策定・設計 ） 

総事業費 11,550,000 円（うち補助金額：7,000,000 円） 

 

自己評価（事業実施率）【A】 

自己評価（目標達成率）【A】 
 

小水力発電事業の事業実施に向け、以下の取組を行う。 

・ 今回の業務で明らかになった新たな検討事項を設計に反映させながら、引き続き許認可協

議・関係者協議を進める。 

・ 事業性向上の検討を継続するとともに、金融機関等との協議・市民ファンド組成の検討など

を行い、資金調達の目途をつける。 

・ 流量資料の整理、取水設備並びに発電所等の土木構造

物、電気工作物の設計を実施しながら、河川法、砂防法

など必要な許認可に関して事前相談を行い、必要な修正

を反映した図面を完成させることができた。 

・ 設備の規模、構造、必要面積等が明らかになったことに

より、地権者ら関係者との協議を進めやすくなった。 

・ 建設に係る数量等が把握できたことで、より具体的な事

業性を検討できた。 

事業内容 

天竜川水系一級河川野底川において、地域の自然エネル

ギーのポテンシャルを活かし、エネルギーの地産地消に

貢献する小水力発電の事業化に向け詳細設計を行った。

具体的には、可能性調査の結果得られた概略設計と流量

データを元に、使用水量の検討、取水設備や発電所等の

構造物の土木構造物の設計、電気工作物の設計、図面作

成、計算書作成を行った。 

 事業効果 

今後の取組 

現地写真 

目的、ねらい 

・ エネルギーの地産地消に貢

献する小水力発電計画の事

業化 

・ 温室効果ガス排出量の削減 

・ 地域と協働したエネルギー

事業の構築 
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注）自己評価欄は「Ａ」90％以上「Ｂ」70～89％「Ｃ」50～69％「Ｄ」49％以下で示すこと。 

 

事業内容 根羽村における小水力発電の事業可能性調査 

事業主体 

（連絡先） 

おひさま進歩エネルギー株式会社 

（0265-56-3711） 

エネルギー 

種別 

小水力発電 

内容区分 （ 導入可能性調査・計画策定・設計 ） 

総事業費 4,851,000 円（うち補助金額：2,940,000 円） 

以下の調査を行い、事業可能性を明らかに

する。 

 流量測定、正常流量検討、 

 流況資料収集・作成、規制内容確認、 

 概略レイアウト検討、想定工事費算出 

 

自己評価（事業実施率）【A】 

自己評価（目標達成率）【A】 

本調査により、高圧では事業性を確保できることが明らかになったため、引き続き系統の状況や情報収集

を行い、高圧の系統接続が可能となった時点ですぐに対応ができるよう根羽村関係者へ継続的な報告・協

議等を行う。 

計画予定地では系統の制約があることから、低圧・高圧

連系の 2ケースにおいて事業可能性調査を実施した。今

回の調査で使用水量や設備の概略レイアウトを検討し、

その結果事業費の試算結果が得られた。 

試算結果より、低圧では事業性確保が難しいことが把握

できた。一方、高圧での事業性確保は可能であることが

分かった。 

事業内容 

自然エネルギーの普及による CO2 削

減および売電収益による地域貢献を

行うため、根羽村の一級河川桧原川

の水を活用して小水力発電を行なう

構想があり、その具体的検討のため

に必要な流量調査やレイアウト検

討、測量などの可能性調査を行った。 

事業効果 

今後の取組 

流量観測の様子 

目的、ねらい 

流量測定機器 水位計 
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注）自己評価欄は「Ａ」90％以上「Ｂ」70～89％「Ｃ」50～69％「Ｄ」49％以下で示すこと。 

事業内容 自然エネルギー発電に係る発電設備（メタン発酵バイオガス発電、熱供給）実施設計 

事業主体 

（連絡先） 

株式会社イースリー 

代表取締役 山本 永 （0266-72-6860） 

エネルギー 

種別 

メタン発酵バイオガス発電、熱供給 

内容区分 （ 導入可能性調査・計画策定・○設計 ） 

総事業費  ７，４８０，０００円（うち補助金額：４，５３３，０００円） 

自己評価（事業実施率）【A】 

 

・令和３年度に、固定価格買取制度等の事業手続き準備。 
・事業計画、資金調達等により事業着手。 

 

事業内容 

八ヶ岳中央農業実践大学校と「農業ハウス」を共同で建

設、運営する計画を進めるにあたり、そこから生まれる

農業残渣、牛糞等を基本としたメタン発酵バイオガス発

電（熱供給）設備を整備することを目的する。また、メ

タン発酵消化液を、農業の肥料として活用。発電に伴う

熱も農業ハウスで利用する農業循環型事業として実施

する。 

事業効果 

今後の取組み 

① 密閉型メタン発酵槽により、臭気等を大

幅に削減 
② コージェネレーションにより達成 
③ 消化液槽での２次発酵により液肥の向

上 
④ 農業ハウスとの組み合わせにより達成 

自己評価（目標達成率）【A】 

本事業効果は、計画段階では以下となる。 
① 牛糞、農業残渣の処理技術の向上（特に、牛糞） 
② メタン発酵によるバイオガスによる電気、熱の活用 
③ 消化液の液肥による再利用 
④ 農業を軸とした経済循環 

計画予定地 


